別記様式第14号
年　　月　　日
　島根県知事　　　　　　様
住所　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　）
　措置入院に係る費用徴収額の認定書類を提出します。
	
	氏名
	入院者との続柄
	年齢
	勤務先・職業
	個人番号

	世帯構成
	
	本人
	
	
	

	
	
	配偶者
	
	
	

	
	
	その他の扶養義務者
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	備考


	※ 所得税額
	
	※ 病院名
	

	※ 認定額
	
	※ 保健所名
	


※欄は保健所において記入
（裏面）
作 成 上 の 注 意
　認定書類は、新たに入院となった場合又は６月１日現在入院中の場合に提出してください。
１　世帯構成について
　　新たに入院された場合は、入院時、また６月１日現在入院中の場合は６月１日現在の、入院者とその配偶者及び入院者と生計を一にする扶養義務者（直系血族＜祖父母、父母、子、孫など＞及び兄弟姉妹）を記入してください。
　　また、養子縁組による法定血族の場合は届出年月日を備考欄に記入してください。
２　添付書類
　　世帯構成欄に記入されている全員について以下の書類を添付してください。
　　（ただし、源泉徴収票で扶養対象となっている方については、納税証明書の提出は不要です。また、個人番号を記入された方に係る「住民票の謄本」及び「生活保護受給証明書」の提出は、不要となります。）
　(1)　住民票の謄本
　　　この場合、続柄についても記入を要します。
　(2)　所得税額証明書
　　　本年１月１日から５月31日までに新たに入院された場合は〈前々年分〉を、それ以外の場合は、〈前年分〉について下記により提出してください。
　　ア　給与所得者で、確定申告をされていない方は源泉徴収票。
　　イ　確定申告をされている方、所得のない方などは税務署が発行する納税証明書を提出してください。なお、給与所得者で確定申告をされている方は、所得税の総額を把握する必要がありますので、納税証明書と源泉徴収票を提出するか、又は、納税証明書に所得税額と源泉徴収額を記入してもらってください。
　(3)　その他の証明書
　　　入院者又はその属する世帯が生活保護を受けている場合は、生活保護受給証明書を提出してください。この場合、所得税額証明書の提出は不要です。
３　その他
　　認定後、世帯構成や税務署の税額修正等により所得税額に変更が生じた場合、また生活保護の有無について変動があった場合は、ただちに保健所に届け出てください。
※　本年１月１日から５月31日までに入院された場合で、入院が６月１日以降継続した場合は、６月１日現在の世帯構成により〈前年分〉の所得税額証明書を再度提出してください。
　　なおこの場合、世帯構成に変動がなければ住民票の謄本は必要ありません。
